
工事請負契約書 関係書類

〔全建総連統一様式〕



《使い方》

１．この工事請負契約書は、《関係書類》と《別添》の二組で構成されています。

２．《関係書類》の様式第２号〔仕様見積書〕を１ページ目とし、様式第３号～10 号までをひとまとめ

にして下さい。

３．《別添》のうち、第１号は必要に応じ使用し、第２号および３号は工事完了後に使用して下さい。

第４号から第６号は「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（通称：建設リサイクル法）

に対応したものです。該当する工事ごとに使用して下さい。

４．「特定商取引に関する法律の適用を受ける場合のクーリングオフについての説明書」の部分につい

ては、必ず赤字で表記して下さい。

５．同契約書については、最新の関係法令に対応するよう構成されていますが、最終的には使用者の判

断でご使用下さい。
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全国建設労働組合総連合



全建総連様式第１号の１

工 事 請 負 契 約 書

収入印紙

注文者（甲）名               様   印 電話           

住所                          ＦＡＸ           

                                              

請負者(乙)名                      電話           

代表者                       印  ＦＡＸ           

住所                                         

担当者名                                   

この契約書と添付の工事請負契約約款、設計図  枚、仕様書  冊、並びに請負代金内訳明

細書  冊とによって工事請負契約を結ぶ。

   １．工 事 名                                                                   

      ２．工 事 場 所                                                                  

      ３．工 事 種 別    造     葺    建延べ面積     ㎡(  ． 坪）

      ４．工 期  着工 令和  年  月  日 又は 契約の日から     日以内  

           完成 令和  年  月  日   又は 着工の日から        日以内  

   ５．引渡しの時期 完成の時期から    日以内                                     

      ６．請 負 代 金 金                                       円也

うち工事価格 ￥                 、取引に関わる消費税 ￥                 

※１（経過措置［平成24年8月22日改正消費税法附則第5条第3項］の適用を受ける場合）法の定める指定

日以降に設計変更等により契約金額が増額し、契約の目的物の引渡時点の消費税率が変更となった場合

には、増額部分につき引渡時点での消費税率を適用するものとします。

※２（経過措置［同上］の適用を受けない場合）工期の遅れ等（請負者の責めに帰すべき場合を除く）

により、契約の目的物の引き渡し時点での消費税率が変更になった場合には、変更後の消費税率に基づ

いて算出される消費税額との差額を決済するものとします。

      ７．支払 い方法 ① この契約成立の時    ￥                                        

                      ② 部分払い（上棟時） ￥                                        

                                  （   ）  ￥                                        

                     ③ 完成引渡しの時   ￥                                        



      ８．部分使用、部分引渡し  有・無

   ９．解体工事等に要する費用等

      この工事が「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（平成１２年法律第１０４

号）第９条第１項に規定する対象建設工事に該当する場合、同法第１３条第１項の主務省令

で定める事項については、別添第４号から６号のとおりとする｡

10．瑕疵担保責任の履行に関して講ずべき保証保険契約の締結その他の措置に関する定めの有無

（ 有 ・ 無 ）

この工事が「特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律」（平成19 年法律第66

号）に定める特定住宅建設瑕疵担保責任の対象工事に該当する場合、講ずべき瑕疵担保責任

の履行を確保するための資力確保措置の内容（保証金の供託または責任保険契約の締結）は、

添付別紙のとおりとする。

   11．個人情報の取り扱い

      甲は甲宅建築にあたり、乙が甲の個人情報および個人データを甲宅建築に携わる建築設計

事務所および下請業者・協力業者等の第三者に提供することにつきあらかじめ同意する。乙

はこの個人情報および個人データを甲宅建築以外の目的で第三者に提供してはならない。

この契約の証として、本書２通を作り、当事者が記名押印をして、各１通を保有する。

     令和   年   月   日

           注文者（甲）  住所                        

                                 氏名                                            印

保証人をおく場    同保証人    住所                        

  場合に記載する

                                 氏名                                             印

                 請負者（乙）  住所                        

                                 氏名                                             印

保証人をおく場    同保証人    住所                        

  場合に記載する   又は完成

             保 証 人        氏名                      印

（工事監理者をおく場合）

ここに工事監理者としての責務を負うために押印する。

                 監理者（丙）  住所                                              

                                 氏名                      印
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全建総連様式第１号の２

工事請負契約約款

（総 則）

第１条    注文者（以下甲という）と請負者（以下乙という）は各々の対等な立場において、互い

に協力して信義を守り、誠実にこの契約を履行する。

２．契約の履行にあたっては、契約書、工事請負契約約款(以下「約款」という）及び添付の

設計図・仕様書（以下「設計図書」といい、現場説明書及びその質問回答書を含む）に基づ

いて、この契約（契約書、約款及び設計図書を内容とする請負契約をいい、その内容を変更

した場合を含む。以下同じ）を履行する。

          ３．乙は、設計図及び仕様書に基づく請負代金内訳明細書及び工程表を作成し、契約締結後

速やかに甲に提出してその承諾を受けるものとする。

         ４．監理者（以下「丙」という）は、建築士法第２条第１項の資格を有するもので、この契

約が円滑に遂行されるように協力する。

（保証人）（保証人をおかない場合には適用しない）

第２条   保証人は、この契約から生ずる金銭債務について保証の責を負う。

    ２．保証人がその義務を果たせないことが明らかになったとき、甲または乙は、相手方にそ

の交代を求めることができる。

３．この契約に前払金の定めをするとき、甲は乙に対し、保証人を立てることを求めること

ができる。

（権利義務の譲渡等）

第３条    この契約によって生ずる権利若しくは義務は、これを第三者に譲渡又は継承せしめては

ならない。但し、相手方の書面による承諾を得た場合はこの限りではない。

          ２．この契約の目的物は、これを第三者に売却若しくは貸与し、又は抵当権その他の担保の

目的に供してはならない。

（一括下請負・一括委任の禁止）

第４条   乙は、あらかじめ甲の書面による承諾を得なければ、工事の全部若しくはその主たる部分

を一括して、第三者に請け負わせること、若しくは委任することは出来ない。

（適合しない施工）

第５条    施工において、設計図書に適合しない部分があるときは、甲又は丙の指示によって、乙

は、その費用を負担して速やかにこれを改造する。このために乙は、工期の延長を求めるこ

とは出来ない。

          ２．丙は、設計図書に適合しない疑いのある施工について、必要と認められる相当の理由が

あるときは、その理由を乙に通知のうえ、甲の書面による同意を得て、必要な範囲で破壊し

てその部分を検査することが出来る。

          ３．本条第２項による破壊検査の結果、設計図書に適合していない場合は、破壊検査に要す

る費用は乙の負担とする。また、設計図書に適合している場合は、破壊検査及びその復旧に

要する費用は甲の負担とし、乙は、甲に対してその理由を明示して必要と認められる工期の

延長を請求することができる。

４．次の各号の一によって生じた設計図書に適合しない施工については、乙は、その責を負

わない。

一．甲又は丙の指示によるとき。
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二．支給材料、貸与品、指定された工事材料・建築設備の機器の性質、又は、指定された

施工方法によるとき。

三．その他施工について甲又は丙の責に帰すべき理由によるとき。

５．前項のときであっても、施工について乙の故意又は重大な過失によるとき、又は乙がそ

の適当でないことを知りながらあらかじめ甲又は丙に通知しなかったときは、乙はその責を

免れない。但し、乙がその適当でないことを通知したにもかかわらず，甲又は丙が適切な指

示をしなかったときはこの限りではない。

（監理者）

第６条    丙は、甲の委任を受け、この契約に別段の定めのあるほか、次のことを行う。

一．設計意図を正確に伝えるため、乙と打ち合わせ、必要に応じて説明図などを作成し、

乙に交付すること。

            二．設計図書に基づいて作成した詳細図などを、工程表に基づき乙が工事を円滑に遂行す

るため必要な時期に、乙に交付すること。

      三．乙の提出する施工計画を検討し、必要に応じて、乙に対して助言すること。

            四．設計図書の定めるところにより、乙が作成する施工図（現寸図・工作図などをいう。

以下同じ）、模型などが設計図書の内容に適合しているか否かを検討し、承認すること。

五．設計図書の定めるところにより、施工について指示し、施工に立ち会い、工事材料・

建築設備の機器及び仕上げ見本などを検査又は検討し、承認すること。

      六．工事の内容が設計図・説明図・詳細図・施工図（以下これらを「図面」という）、仕

様書などこの契約に合致していることを確認すること。

      七．工事の内容・工期又は請負代金額の変更に関する書類を技術的に審査すること。

      八．工事の完成を確認し、契約の目的物の引渡しに立ち会うこと。

２．甲は、前項と異なることを丙に委任したときは、書面をもって乙に通知する。

３．乙がこの契約に基づく指示・検査・試験・立ち会い・確認・審査・承認・意見・協議な

どを求めたときは、丙は、速やかにこれに応ずる。

４．甲と乙は、この契約に定める事項を除き、工事について甲と乙の間で通知・協議を行う

場合は、原則として、通知は丙を通じて、協議は丙を参加させて行う。

５．丙は、甲の承諾を得て全部又は一部の監理業務を代理して行う監理者又は現場常駐監理

者をおくときは、書面をもってその氏名と担当業務を乙に通知する。

     ６．丙の乙に対する指示・確認・承認などは原則として書面による。

（工事の中止、変更）

第７条   甲は、必要がある場合には工事内容を変更し若しくは工事を一時中止し、又はこれを打

ち切ることができる。この場合において、請負代金額又は工期を変更する必要があるときは、

甲、乙協議して書面によりこれを定めるものとする。

    ２．前項の場合において乙が損害を受けたときは、甲は、その損害金を賠償しなければなら

ない。

（工期の変更）

第８条   乙は工事に支障を及ぼす天候の不良、その他正当な事由がある場合、甲に工期の延長を

求めることができる。

（第三者の損害）

第９条  施工のため第三者に損害を及ぼしたときは、乙がその損害を賠償する。ただし、甲の責

に帰する理由によって生じたものについては甲の負担とする。
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    ２．日照阻害・風害・電波障害その他、工事が行われることによって生じ避けることのでき

ない近隣の損害、迷惑については甲の責任で処理し、乙はこれに協力する。

    ３．第１項および前項のほか、施工のため近隣との間に紛争を生じたときは甲、乙協力して、

その処理、解決にあたる。

（一般損害の負担）

第10条  工事の完成引渡しまでに契約の目的物、又は工事材料、その他施工一般について生じた

損害は乙の負担とし、そのために工期の延長をしない。

    ２．前項の損害のうち、つぎの各号の一に該当することによって生じたものは甲の負担とし、

乙は必要により工期の延長を求めることができる。

        一．甲の都合によって、着手期日までに着工できなかったとき、又は甲が工事を繰延若し

くは中止したとき。

    二．前金払又は部分払が遅れたため乙が工事の手待ち又は中止をしたとき。

     三．その他甲の責に帰すべき事由によるとき。

（不可抗力による損害）

第11条   天災地変、その他甲乙いずれにもその責を帰することができない不可抗力によって、工

事の既成部分又は工事現場に搬入した工事材料に損害を生じたときは、乙は事実発生後すみ

やかに甲に通知する。

   ２．前項の損害で重大なものについて、乙が善良な管理者の注意をしたと認められるときは、

その損害額を甲が負担する。

    ３．火災保険、その他損害をうめるものがあるときは、それらの額を損害額より控除したも

のを前項の損害額とする。

（損害保険）

第12条  乙は、工事中工事の出来高部分と工事現場に搬入した工事材料・建築設備の機器などに

火災保険または建設工事保険を付し、その証券の写しを甲に提出する。設計図書に定められ

たその他の損害保険についても同様とする。

   ２．乙は、契約の目的物、工事材料・建築設備の機器などに前項の規定による保険以外の保

険を付したときは、速やかにその旨を甲に通知する。

（部分使用）

第13条     工事中に契約の目的物の一部を甲が使用する場合（以下「部分使用」という）は、契約

書及び設計図書の定めにより、甲は部分使用に関する乙の書面による同意を得て、これを使

用することができる。

２．甲は部分使用する場合は乙の指示にしたがって使用し、その指示に違反して乙に損害を

及ぼしたときは、その損害を賠償しなければならない。

３．改修工事等における部分使用の場合は、前二項を準用する。

４．部分使用につき法令上必要な手続きは、甲又は丙が行いその費用は甲の負担とする。

（部分引渡し）

第14条   工事の完成に先立って、甲が契約の目的物の一部引渡しを受ける場合（以下この場合の

引渡しを「部分引渡し」といい、引渡しを受ける部分を「引渡し部分」という）は契約書及

び設計図書の定めにより、甲は部分引渡しに関する乙の書面による同意を得て、部分引渡し

を受けることができる。

２．乙は引渡し部分の工事が完了したとき、設計図書に適合していることを確認し、甲又は

丙に検査を求め、その指示にしたがって、期間内に検査に合格しなければならない。
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３．前項の検査に合格したとき、甲は引渡し部分相当額の支払いを完了すると同時にその引

渡しを受けることができる。

（完成、検査、引渡し）

第15条   乙は工事完成の約１週間前に、甲又は丙の事前検査を求め、不良箇所があるときは、こ

れを補修して完成検査を受けねばならない。

２．完成検査を終えたら、乙は引渡し期日までに契約の目的物を引渡し、甲は乙に受領書を

渡す。

３．工事が終了したと甲又は丙が認めるときは、甲はただちに残代金を支払わねばならない。

４．引渡し期日までに検査による手直し工事が未了の場合、工事残代金がある場合といえど

も、その残代金の額が手直し未了工事に要する費用の３倍未満であるときは、乙は契約の目

的物の引渡しを拒むことはできない。

（請求、支払い、所有）

第16条   工事が工事請負契約書に定めた支払時期に達したときは、甲は、乙の請求により請負代

金を支払わなければならない。

２．甲が乙に支払った金額に相当する工事既成部分は、甲の所有となるが、その管理は引渡

しが完了するまで乙が行うものとする。

３．最終支払いが金融機関の融資金でなされるために甲の登記を必要とする場合は、甲はこ

の融資金が金融機関から直接乙に支払われるようにする。

（瑕疵担保）

第17条   乙は、住宅のうち構造耐力上主要な部分又は雨水の浸入を防止する部分として住宅の品

質確保の促進等に関する法律施行令第５条第１項及び第２項で定めるものの瑕疵（構造耐力

又は雨水の浸入に影響のないものを除く。）について、本契約に基づく引渡しの日から10年
を経過する日までの間、住宅を新築する建設工事の請負契約にあっては民法第634条第1項及

び第2項前段に規定する担保の責任を、新築住宅の売買契約にあっては民法第570条において

準用する同法第566条第1項並びに同法第634条第１項及び第２項前段に規定する担保の責任

を負う。

２．住宅のうち構造耐力上主要な部分又は雨水の浸入を防止する部分として住宅の品質確保

の促進等に関する法律施行令第５条第１項及び第２項で定めるものの瑕疵（構造耐力又は雨

水の浸入に影響のないものを除く。）以外の瑕疵については、引渡しの日から木造の建物は

１年、石造、金属造、コンクリート造及びこれらに類する建物その他土地の工作物若しくは

地盤は２年とする。

（請負代金の変更）

第18条   次の各号の一にあたる場合、当事者は請負代金額の変更を求めることができる。

     一．工事の追加、変更があったとき。

    二．予期することのできない急激な物価、賃金等の変動により請負代金額が適当でないと

認められるとき。

２．請負代金額を変更するときは、工事の減少部分については工事費内訳書により、増加部

分については時価による。

（履行遅滞、違約金）

第19条  乙が第８条以外の理由で、契約の期間内に工事の完成引渡しが出来ないときは、甲は遅

滞日数１日につき請負代金の10,000分の４に相当する額の違約金を請求することができる。

   ２．甲が契約で定めた支払期日を過ぎても支払いがなかったとき、乙は遅滞日数の１日につ
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き甲の支払うべき金額の10,000分の４の違約金を請求することができる。

        ３．甲が前項の遅滞にあるとき、乙は、第15条第4項の場合を除き、契約の目的物の引渡しを

拒むことができる。

    ４．甲が遅滞にあるとき、乙が自己のものと同一の注意をして管理してもなお契約の目的物

に損害を生じたときは、その損害は甲が負担する。

    ５．甲が遅滞にあるとき、契約の目的物の引渡しまでの管理のため特に要した費用は甲の負

担とする。

   ６．乙が履行の遅滞にあるとき、契約の目的物に生じた損害は乙の負担とし、天災その他不

可抗力などの理由によってその責を免れることはできない。

（甲の解除権）

第20条 甲は工事中必要によって契約を解除することができる。甲はこれによって生じた損害を

賠償する。

    ２．つぎの各号の一にあたるときは、甲は乙に工事を中止させるか、又は契約を解除してそ

の損害の賠償を求めることができる。

     一．正当の事由なく、乙が着手期日を過ぎても工事に着手しないとき。

     二．工程表より著しく工事が遅れ、工期内又は期限後相当期間内に、乙が工事を完成する

見込がないと認められるとき。

    三．第5条第１項の規定に違反したとき、又は予め甲の書面による承認がないのに工事の全

部又は大部分を一括して第三者に委任し、若しくは請負わせたとき。

    四．前３号のほか乙がこの契約に違反しその違反によって契約の目的を達することができ

ないとき。

    五．乙が第21条第２項の各号の一に規定する事由がないのに契約の解除を申し出たとき。

   ３．契約を解除したとき工事の出来高部分は甲の所有として甲乙の協議の上精算する。この

とき前払金額に残額のあるときは、乙はその残額について前払金額受領の日から利息をつけ

てこれを甲に返す。

（乙の解除権）

第21条   甲が、前払金、部分払いの支払いを遅延し、乙が相当の期間を定めて催告しても、甲が

なお支払をしないとき、乙は工事を中止することができる。

   ２．つぎの各号の一にあたるとき、乙は契約を解除することができる。

          一．乙の責に帰し得ない工事の遅延又は中止期間が工期の３分の１以上、又は２ヶ月に達

したとき。

    二．甲が工事を著しく減少したため、請負代金が３分の２以上減少したとき。

          三．甲がこの契約に違反し、その違反によって契約の履行ができなくなったと認められる

とき。

        ３．前２項のとき、乙は甲に損害の賠償を求めることができる。

        ４．前２項による解除のときは、前条第３項の規定を準用する。但し利息についてはこの限

りでない。

（紛争の処理）

第22条  この契約について当事者間に紛争を生じたときは、当事者の双方又は一方から相手方の

承認する第三者を選んでこれにその解決を依頼するか、又は建設業法による建設工事紛争審

査会のあっせん又は調停によってその解決を図る。

       ２．当事者双方又は一方が前項により紛争を解決する見込みがないと認めたとき、若しくは
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建設工事紛争審査会があっせん又は調停をしないものとしたとき、又は打ち切ったときは、

当事者は、仲裁合意書にもとづいて審査会の仲裁に付することができる。

      ３．住宅品質確保促進法第６条第３項に定める建設住宅性能評価書の交付された住宅につい

ては、当事者は、前２項の規定にかかわらず、同法による指定住宅紛争処理機関のあっせん、

調停、又は仲裁によってその解決を図ることができる。

（補則）

第23条 この契約書に定めていない事項については、必要に応じて、甲、乙協議のうえ定める。

（特約条項）

第24条

特定商取引に関する法律の適用を受ける場合のクーリングオフについての説明書

ご契約いただきます建築工事又は商品販売が「特定商取引に関する法律」の適用を受ける場合には、

この説明書・工事請負契約約款を充分お読み下さい。

①「特定商取引に関する法律」の適用を受ける場合には、この書面を受領した日から起算して８日以

内は、お客様（注文者）は文書をもって工事請負契約の解除（クーリングオフと呼びます）ができ、

その効力は解除する旨の文書を発したときに生ずるものとします。ただし、次のような場合等には

クーリングオフの権利行使はできません。

＊お客様（注文者）がリフォーム工事建物等を営業用に利用する場合や、お客様（注文者）からのご

請求によりご自宅でのお申し込みまたはご契約を行った場合等

②上記期間内に契約の解除（クーリングオフ）があった場合、

ア）請負者は契約の解除に伴う損害賠償または違約金支払を請求することはありません。

イ）契約の解除があった場合に、既に商品の引渡しが行われているときは、その引取りに要する費用

は請負者の負担とします。

ウ）契約解除のお申し出の際に既に受領した金員がある場合は、すみやかにその全額を無利息にて返

還いたします。

ヱ）役務の提供に伴い、土地又は建物その他の工作物の現状が変更された場合には、お客様（注文者）

は無料で元の状態にもどすよう請求することができます。

オ）すでに役務が提供されたときにおいても、請負者は、お客様（注文者）に提供した役務の対価、

その他の金銭の支払を請求することはありません。

③上記クーリングオフの行使を妨げるために請負者が不実のことを告げたことによりお客様（注文

者）が誤認し、または威迫したことにより困惑してクーリングオフを行わなかった場合は、請負者

から、クーリングオフ妨害の解消のための書面が交付され、その内容について説明を受けた日から

８日を経過するまでは書面によりクーリングオフすることができます。
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別紙 （・住宅瑕疵担保責任保険）

   （・住宅瑕疵担保責任任意保険）

特定住宅建設瑕疵担保責任の履行に関する特約

乙は、この請負契約の目的物に関して、特定住宅瑕疵担保履行法に基づき、特定住宅建設瑕疵担保責

任の履行を確保するため、以下のとおり住宅建設瑕疵担保責任の加入を行う。

（１） 保険法人の名称

                                             

  

                                            

（２） 保険金額

                                            

（３） 保険期間

                                            

（４） 保険内容（特定住宅瑕疵担保履行法第２条第５項第２号イ及びロの事項による）
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別紙（保証金供託）

特定住宅建設瑕疵担保責任の履行に関する特約

乙は、この請負契約の目的物に関して、特定住宅瑕疵担保履行法に基づき、特定住宅建設瑕疵担保責

任の履行を確保するため、以下のとおり住宅建設瑕疵担保保証金の供託を行う。

（１） 供託所の所在地

                                             

  

                                            

（２） 供託所の名称

                                            

                                            

（３） 建設瑕疵負担割合（共同請負の場合のみ記載）
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全建総連様式第２号

年  月  日

                様

建築工事特記仕様見積書

請負者住所                     電話          

請負者氏名                               印

  本見積書は当初の日付より   日間有効といたします。

  本見積書を確認いたしました。

建築主住所                                 

建築主氏名                               印

確認年月日    年  月  日
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全建総連様式第３号

１．工事概要

工事名称         新築・増築・改修工事 工事記号

工事場所

構造・規模 造、地下  階、地上  階建、  棟、  戸、 杭・布・ベタ 基礎

工事面積

(床面積)

階 面積 備考（用途、構造） その他（バルコニー、小屋裏など）

㎡ 坪 ㎡(    )
㎡ 坪 ㎡(    )
㎡ 坪 ㎡(    )
㎡ 坪 ㎡(    )

計 ㎡ 坪 ㎡(    )
設備工事 電灯コンセント 浴槽・ボイラー

照 明 器 具 浄 化 槽

弱 電 冷 暖 房

給 排 水 換 気

衛 生 器 具 昇降機その他

給 湯 厨 房 器 具

ガ ス 住設機器その他

外溝

その他工事
既存解体工事

含、不含、マニフェスト

Ｄ票・要・不要

別途工事

全建総連様式第４号

２．外部仕上げ

各部名称 仕上げ 備考 各部名称 仕上げ 備考

屋  根 バルコニー 床

外  壁 〃 壁

建  具 〃 手摺

庇・軒裏 ドライエリア 床

根廻り 〃 壁

塗装(木部) 雨樋

塗装(その他)
外部階段

外部金物
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全建総連様式第５号

３．内部仕上げ

室名 床 巾木 壁（床） 天井 備考

玄関

住
居
室
（
居
室
）

台 所

便 所

洗面・脱衣

浴 室

縁 側

廊 下

階 段

全建総連様式第６号

４．主要構造材仕様

名称 樹種 区分・等級 断面寸法 備考 名称 樹種 区分・等級 断面寸法 備考

土台 根太

火打土台 床梁

１階菅柱 ２階根太

２階菅柱 火打梁

通柱 小屋梁

間柱 小屋束

胴差 棟木・母や

けた 垂木

筋かい 荒床板

大引 野地板
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全建総連様式第７号

５．設備表

室名

電灯 スイッチ コンセント 弱電

TV・

電話な

ど

給水 給湯
排水

通気
冷暖房 換気 備考直付

など
埋込み 専用

３路

その他
２口

単独

その他

玄関 灯 灯 個 個 個 個 ヵ所 ヵ所 ヵ所 ヵ所 ヵ所 ヵ所 ヵ所

住
居
室(

居
室)

台所

便所

洗面 脱衣

浴室

縁側

廊下

階段
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全建総連様式第８号

６．工事費内訳書

区分 番号 名称 数量 金額 備考

本
体
工
事

１ 仮設工事 一式 共通仮設含む

２ 土・基礎工事 〃
建物周囲１m 以内のすき取

り含む

３ 木 工事 〃

４ 屋根及び金属工事 〃

５ 外壁工事 〃 シーリング工事含む

６ 断熱工事 〃

７ 左官工事 〃 外部吹き付け含む

８ 石・タイル工事 〃

９ 金属工事 〃
アルミサッシュ、ステンレ

ス建具含む

１０ 木製建具工事 〃 ふすま工事含む

１１ ガラス工事 〃

１２ 塗装工事 〃

１３ 内装工事 〃

１４ 雑工事 〃 防水工事含む

１５ 電気設備工事 〃

１６ 給排水設備工事 〃 給湯、衛生器具含む

１７ ガス設備工事 〃

１８

付
帯
そ
の
他
工
事

１９ 冷暖房・換気設備 〃

２０ 浄化槽工事 〃

２１ 外構工事 〃

２２ 既存解体工事 〃

２３ 敷地整備工事 〃
敷地整備、カーポートなど

含む

２４

経
費

２５ 運搬費 〃 交通費を含む

２６ 諸経費 〃 火災保険、労災保険など

備考
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全建総連様式第９号

７．工事費内訳明細書

番号 名称
形状・

寸法
数量 単位 単価 金額 備考
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全建総連様式第10号

（注意事項参照のうえ建設工事紛争審査会の仲裁に付することに合意する。）

仲  裁  合  意  書

工 事 名

工事場所

令和  年  月  日締結した上記建設工事の請負契約に関し紛争が生じた場合は、工

事請負契約約款第22条第2項の規定にもとづき、建設業法により定められた下記の建設工事

紛争審査会の仲裁に付し、その仲裁判断に服する。

         管轄審査会               建設工事紛争審査会

       管轄審査会名の記入していない場合は建設業法第25条の9第1項
       または第2項に定める建設工事紛争審査会を管轄審査会とする。

令和  年  月  日

            発 注 者

            同 保証人

            請 負 人

            同 保証人

            又 は 完成

            保 証 人

                                                                                

≪注意事項≫

１）建設工事紛争審査会は、建設業法にもとづき国土交通省に中央審査会が、各都道府県に当該都道府県

審査会がそれぞれ設置されており、建設工事の請負契約に関する紛争の解決を図るため、あっせん・調停

および仲裁を行っている。審査会の管轄は、請負者が大臣許可業者であるときは中央審査会、知事許可業

者であるときには当該都道府県審査会を原則とするが、当事者の合意によって管轄審査会を定めることが

できる。

ここであっせんおよび調停は当事者のいずれか一方の申し出によって受理されるが、裁判所の訴訟に代

えて審査会の仲裁に付するためには、当事者の合意が必要であるので、工事請負契約約款第22条第2項の規
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定により仲裁に付する場合の仲裁合意書を添付した。

２）適法になされた審査会の仲裁判断は、裁判所の確定判決と同一の効力を有し、たとえその仲裁判断の

内容に不服があっても裁判所で争うことはできなくなる。なお、建設工事紛争審査会の仲裁制度はいわゆ

る一審制である。

３）請負契約において保証人を立てた場合、保証人が当事者として仲裁合意に加わらないときは、当該保

証人の欄を抹消する。


